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一
般
会
計
の
決
算
が
確
定
し
ま
し
た

　

一
般
会
計
は
、
市
の
通
常
の
業
務
に
使

わ
れ
る
会
計
で
、
平
成
27
年
度
決
算
の
収

支
は
約
23
億
円
の
黒
字
に
な
り
ま
し
た
。

　

前
年
度
の
決
算
額
と
比
較
す
る
と
、
歳

入
が
約
15
億
円
、
歳
出
が
約
3
億
円
増
加

し
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
子
ど
も
・
子
育
て

支
援
事
業
や
、
鶴
城
小
学
校
の
校
舎
な
ど

の
建
設
工
事
を
行
っ
た
こ
と
に
よ
り
、
事

業
に
伴
う
歳
入
・
歳
出
が
増
加
し
た
こ
と

が
主
な
理
由
で
す
。

歳
入

　

歳
入
の
中
心
で
あ
る
市
税
に
つ
い
て
は
、

企
業
業
績
の
回
復
や
個
人
所
得
の
増
加
に

よ
り
市
民
税
が
増
加
し
ま
し
た
が
、
評
価

替
え
に
伴
う
既
存
家
屋
評
価
額
の
減
少
に

よ
り
固
定
資
産
税
は
減
少
し
ま
し
た
。
こ

の
ほ
か
、
地
方
交
付
税
は
減
少
し
ま
し
た

が
、
国
庫
支
出
金
や
県
支
出
金
、
地
方
消

費
税
交
付
金
が
増
加
と
な
っ
た
こ
と
に
よ

り
、
歳
入
は
大
幅
に
増
加
し
ま
し
た
。

歳
出

　

原
発
事
故
に
よ
る
各
種
産
業
へ
の
風
評

の
払
し
ょ
く
や
放
射
線
か
ら
健
康
を
守
る

た
め
の
取
り
組
み
を
昨
年
度
に
引
き
続
き

実
施
し
ま
し
た
。
ま
た
、
国
の
地
域
活
性

化
・
地
域
住
民
生
活
等
緊
急
支
援
交
付
金

を
活
用
し
、
各
種
産
業
の
振
興
や
Ｉ
Ｃ
Ｔ

の
利
活
用
、
地
域
内
の
消
費
喚
起
の
た
め

の
事
業
に
取
り
組
み
、
地
域
の
活
性
化
を

図
り
ま
し
た
。
そ
の
ほ
か
、
認
定
こ
ど
も

園
の
整
備
や
保
育
所
の
運
営
へ
の
補
助
な

ど
、
子
育
て
支
援
の
分
野
に
お
い
て
重
点

的
な
取
り
組
み
を
行
っ
た
こ
と
な
ど
に
よ

り
民
生
費
が
増
加
し
、
学
校
の
耐
震
補
強

工
事
や
鶴
城
小
学
校
の
校
舎
な
ど
の
建
設

工
事
に
よ
り
教
育
費
が
増
加
し
た
こ
と
で
、

歳
出
総
額
は
増
加
し
ま
し
た
。

将
来
の
負
担
を

増
や
さ
な
い
た
め
に

　

公
共
施
設
の
整
備
や
大
規
模
な
改
修
工

事
を
行
う
場
合
は
、
そ
の
年
の
税
収
な
ど

だ
け
で
は
負
担
が
大
き
い
た
め
市
債
を
発

行
し
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
市
債
は
返
済

し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
市
で
は
、
将

来
の
負
担
を
増
や
さ
な
い
た
め
に
市
債
残

高
の
低
減
に
努
め
、
ま
た
、
将
来
の
財
政

不
足
な
ど
の
事
態
に
備
え
る
た
め
財
政
調

整
基
金
な
ど
を
積
み
立
て
て
い
ま
す
。

　

…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…

◉
問
い
合
わ
せ
…
財
政
課（
☎
39
・
１
２

０
３
）

歳出の主な事業

　市債と　公債費について
　市が借り入れるお金を「市債」、返済するお金を「公

債費」と呼びます〈左のグラフ参照〉。市債は、大規

模な建設などに充てるために借り入れられるもので

す。市債残高は年々減少傾向にあり、平成２７年度

も減らすことができました〈下のグラフ参照〉。

※デジタルＤＭＯ…外国人観光客に対して、さまざまな国や地域の人の好みに応じた周遊ルートなどを多言語で紹介するホームページ

会 計 区 分 歳 入 歳 出
国民健康保険 １４９億９，８１６万円１４８億５，９０５万円

湊町簡易水道 ６９５万円 ５３６万円

西田面簡易水道 ４７５万円 ２３６万円
観光施設 ２億 ９６８万円 １億８，９３７万円
下水道 ３３億３，９９９万円 ３２億８，３５３万円
地方卸売市場 １億９，００７万円 １億８，３６０万円
扇町土地区画整理 １２億６，７８９万円 １２億４，４９３万円
農業集落排水 ３億３，１５０万円 ３億２，０４４万円
介護保険 １０８億８，９９６万円１０７億２，８７９万円
個別生活排水 ２億３，３８８万円 ２億２，２０６万円
三本松地区宅地整備 １億２，７０２万円 ７８万円
後期高齢者医療 １２億１，９８５万円 １２億 ８４９万円

合　　計 ３２８億１，９７０万円３２２億４，８７６万円

税 目 収 入 済 額 割 合
個 人 市 民 税 ５１億 ７，３７６万円 ３４．０％

法 人 市 民 税 １２億 ９，９２５万円 ８．５％

固 定 資 産 税 ７３億 ５，２１８万円 ４８．３％

軽 自 動 車 税 ２億 ４，２３０万円 １．６％

市 た ば こ 税 １０億 ３，９５０万円 ６．８％

入 湯 税 １億 １，６０５万円 ０．８％

合　　計 １５２億 ２，３０４万円 １００％

Ｂ　公債費
５４億５，８６１万円

（１１．０％）

地方交付税
１１３億９，９５０万円

（２２．０％）

市税
１５２億２，３０４万円

（２９．４％）

国庫支出金
８０億８，９６５万円

（１５．６％）

市債
４５億２，４６０万円

（８．８％）

県支出金
４３億８，８９０万円

（８．５％）

繰越金
１２億１，７５１万円

（２．４％）

地方消費税交付金
２４億６４万円
（４．６％）

そのほか
４５億２，１０６万円

（８．７％）

民生費
１９３億４０７万円

（３９．１％）

総務費
５４億３，３１７万円

（１１．０％）

教育費
５５億９３８万円
（１１．２％）

土木費
４６億６，７９７万円

（９．４％）

衛生費
３２億４，１９６万円

（６．６％）

商工費
１８億３５９万円

（３．６％）

消防費
１７億４，３７２万円

（３．５％）

農林水産業費
１６億７，０５２万円

（３．４％） 議会費
４億３，５８４万円

（０．９％）

そのほか（災害復旧費など）
１億３，９６７万円

（０．３％）

　 　 　 　 ▼子育て支援に…２８億２００万円 ▼後期高齢
者医療に…１５億３，８５７万円 ▼北会津地区認定こども
園の整備に…４億３，７２９万円 ▼未就学児童育成図書
券の交付に…１，５０３万円

民生費

　 　 　 　 ▼城前団地の建て替えに…２億５，１１０万円

▼公園施設長寿命化に…２億４，４４２万円

土木費

　 　 　 　 ▼鶴城小学校の建て替えに…１１億７，５０４万

円 ▼学校施設の耐震化に…４億１，０６８万円 ▼児童生
徒育成図書券の交付に…５，２００万円

教育費

　 　 　 　 ▼廃棄物の収集や処理に…５億４，３４１万円

▼予防接種に…３億１２５万円

衛生費

　 　 　 　 ▼観光振興に…１億３，４２３万円 ▼企業誘致
促進に…１億１，２９２万円 ▼地域消費の喚起に…３，６７４

万円 ▼デスティネーションキャンペーンの推進に…
９５９万円

商工費

　 　 　 　 ▼消防救急無線のデジタル化に…９，０１９万

円

消防費

　 　 　 　 　 　 ▼文化施設（御茶屋御殿）の災害復旧に
…４，０２５万円

　 　 　 　 　 　 　 ▼水稲種子などの購入助成に…５，５２９

万円 ▼あいづ食の陣出陣券に…４，７５６万円

農林水産業費

　 　 　 　 ▼生活交通路線対策に…５，４３１万円 ▼デジ
タルＤＭＯ整備に…５，０００万円 ▼ デジタル未来アー
ト開催に…１，７００万円

総務費

特別会計の平成２７年度決算

鶴城小学校の新校舎と屋内運動場が完成しました。
外観は周辺地域の景観に合わせ、また安全性・快適
性の確保や省エネなどの環境にも配慮した校舎に生ま
れ変わりました

平成２７年度一般会計の 歳入と歳出の内訳
市税の内訳と割合

Ａ Ｂ

Ａ

※

災害復旧費

平成２７年度会計の
決算を報告します

　市の平成２７年度の決算額が確定しました。ここでは一般会計と国民健康保険特別
会計、介護保険特別会計の決算の概要と、市の財政状況についてお知らせします。
※国民健康保険と介護保険の特別会計の決算は４～５ページを参照。そのほかの特別会計の決算につい
ては、３ページ左下をご覧ください。詳しい市の財政状況は、６～７ページでお知らせします

歳入総額
５１７億６，４９０万円

歳出総額
４９４億８５０万円

市債残高の推移

４１１億７，３４９万円

３３万８，０３６円

市債残高

市民１人当たりの市債残高
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【歳入】 ▼国民健康保険税…国民健康保険制
度に要する費用に充てるため、国保加入者
が納める税金 ▼国庫・県支出金…国や県が
基準に基づいて医療費の一部を負担するお
金 ▼ほかの保険からの交付金…退職被保険

者や６５歳以上７５歳未満の被保険者の医療
費の一部を社会保険などが負担するお金 ▼

繰入金…市の一般会計から一定の基準に基

づいて繰り入れるお金

【歳出】 ▼保険給付費…国保加入者が病院な
どで支払う自己負担額以外の医療費や、出
産一時金、葬祭費など ▼後期高齢者支援金
等…７５歳以上の人（一定の障がいのある人
は６５歳以上）が対象となる後期高齢者医療
制度を支えるために、国保が負担するお金

▼介護納付金…介護保険制度を支えるため
に国保が負担するお金

国保税の課税額と医療費などの関係

特定健康診査受診の有無による
1 人当たりの年間医療費の比較

▼歳出総額
１４８億５，９０５万円（１００％）

▼歳入総額
１４９億９，８１６万円（１００％）

要介護認定者数

介護サービスの利用者数

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

２７年度

施設介護
サービス

【歳入】 ▼国庫・県支出金…一定の基準に基

づいて国や県が負担するお金 ▼繰入金…市

の一般会計から一定の基準に基づいて繰り

入れるお金

【歳出】 ▼保険給付費…介護サービスにかか

る費用や、利用者の自己負担が一定額を超

えた際に支払われる高額介護サービス費な

ど ▼ 地域支援事業費…運動教室や講座な

ど、介護予防のための事業に使われるお金

▼基金積立金…保険給付費などの将来の増

加に備えるために積み立てるお金

※ジェネリック医薬品…新薬の特許が切れた後、それと同等の有効成分・効能を持つと認められた医薬品。後発医薬品とも呼ばれる

▼歳入総額
１０８億８，９９６万円（１００％）

▼歳出総額
１０７億２，８７８万円（１００％）

２６年度

※

地域密着型サービス

国保税の収入状況と増額比較
年
度 区分 課税額 収入済額 収納率 不納欠損額 収入未済額

27
年
度

現年度分 ２４億７，３０５万円 ２２億７，０２３万円 ９１．８％ １５万円 ２億 ４２０万円

滞納繰越分 ８億２，３１２万円 １億７，３０８万円 ２１．０％ ４，２８５万円 ６億 ７３０万円

合計 ３２億９，６１７万円 ２４億４，３３１万円 ７４．１％ ４，３００万円 ８億１，１５０万円

26
年
度

現年度分 ２６億４，２６０万円 ２４億２，３０４万円 ９１．７％ ３１万円 ２億２，１４１万円

滞納繰越分 ８億４，９１９万円 １億７，２４６万円 ２０．３％ ６，１５４万円 ６億１，５２４万円

合計 ３４億９，１７９万円 ２５億９，５５０万円 ７４．３％ ６，１８５万円 ８億３，６６５万円
比
較
増
減

現年度分 ▲１億６，９５５万円 ▲１億５，２８１万円 ０．１％ ▲１６万円 ▲１，７２１万円

滞納繰越分 ▲２，６０７万円 ６２万円 ０．７％ ▲１，８６９万円 ▲７９４万円

合計 ▲１億９，５６２万円 ▲１億５，２１９万円 ▲０．２％ ▲１，８８５万円 ▲２，５１５万円

被保険者の状況
区　分 ２６年度 ２７年度

加入状況
（年間平均）

世帯数 １９，１９７世帯１８，７１７世帯

被保険者数 ３２，５５３人 ３１，２５７人

医療給付
（１人当たり）

医療費 ３１０，９２６円 ３２３，６７５円

受診件数 １６．１２件 １６．３４件

２６年度

２７年度

医
療
費
が
増
加
し
て
い
ま
す

　

国
民
健
康
保
険（
以
下
、「
国
保
」）は
、

社
会
保
険
な
ど
に
加
入
し
て
い
な
い
人
が

加
入
す
る
医
療
保
険
で
す
。
国
保
の
歳
入

の
主
な
も
の
は
、
加
入
者
の
皆
さ
ん
が
納

め
る
国
保
税
と
、
国
や
県
な
ど
か
ら
の
支

出
金
で
す
。
国
保
の
加
入
者
が
病
院
な
ど

で
支
払
う
お
金
は
、
か
か
っ
た
費
用
の
３

割
で
、
残
り
は
国
保
か
ら
支
払
わ
れ
ま
す
。

70
歳
か
ら
74
歳
ま
で
の
人
は
、
医
療
費
の

自
己
負
担
額
が
１
割
ま
た
は
２
割（
一
定

の
所
得
が
あ
る
人
は
３
割
）で
す
。
ま
た
、

現
在
、
18
歳
以
下
の
全
て
の
人
の
医
療
費

の
自
己
負
担
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

平
成
27
年
度
の
国
保
特
別
会
計
は
、
被

保
険
者
数
の
減
少
な
ど
に
よ
り
国
保
税
の

歳
入
が
減
少
す
る
一
方
で
、
一
人
当
た
り

の
医
療
費
は
、
高
齢
化
や
医
療
の
高
度
化

な
ど
に
よ
り
伸
び
て
い
ま
す
。

　

医
療
費
が
増
え
れ
ば
、
皆
さ
ん
の
負
担

も
大
き
く
な
り
ま
す
。
皆
さ
ん
の
負
担
を

大
き
く
し
な
い
た
め
に
も
、
特
定
健
康
診

査
を
受
診
し
、
特
定
保
健
指
導
を
受
け

て
、
生
活
習
慣
病
の
前
段
階
で
あ
る
メ
タ

ボ
リ
ッ
ク
シ
ン
ド
ロ
ー
ム（
内
臓
脂
肪
症

候
群
）を
予
防
・
改
善
し
ま
し
ょ
う
。
ま
た
、

ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品
を
利
用
す
る
こ
と

で
自
己
負
担
を
抑
え
る
こ
と
も
で
き
ま
す

の
で
、
か
か
り
つ
け
医
と
相
談
し
な
が
ら

切
り
替
え
て
み
ま
せ
ん
か
。

◉
問
い
合
わ
せ
…
国
保
年
金
課（
☎
39
・

１
２
４
４
）

グラフの用語解説

グラフの用語解説

介
護
を
み
ん
な
で
支
え
る
仕
組
み

　

介
護
保
険
は
、
介
護
を
社
会
全
体
で
支

え
合
う
た
め
の
保
険
制
度
で
す
。
40
歳
以

上
の
全
て
の
人
は
介
護
保
険
に
加
入
し
ま

す
。
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し
た
人
が
支

払
う
お
金
は
、
か
か
っ
た
費
用
の
１
割
ま

た
は
２
割
で
、
残
り
は
介
護
保
険
か
ら
支

払
わ
れ
ま
す
。
本
市
で
は
、
高
齢
者
人
口

の
伸
び
と
と
も
に
介
護
が
必
要
な
人
も

年
々
増
え
、
加
入
者
が
介
護
サ
ー
ビ
ス
を

受
け
た
と
き
に
支
払
わ
れ
る
保
険
給
付
費

も
年
々
増
加
し
て
い
ま
す
。

　

平
成
27
年
度
の
介
護
保
険
特
別
会
計
の

歳
入
で
最
も
大
き
な
割
合
を
占
め
て
い
る

の
は
、
40
歳
以
上
65
歳
未
満
の
人
が
医
療

保
険
に
上
乗
せ
し
て
納
め
た
保
険
料
が
市

に
交
付
さ
れ
る「
支
払
基
金
交
付
金
」で

す
。
65
歳
以
上
の
人
が
納
め
た
保
険
料
と

合
わ
せ
る
と
、
歳
入
全
体
の
半
分
近
く
を

占
め
て
い
ま
す
。
ま
た
、
歳
出
の
約
９
割

を
占
め
る
の
は
保
険
給
付
費
で
す
。

　

介
護
保
険
を
支
え
て
い
る
の
は
、
皆
さ

ん
の
納
め
る
介
護
保
険
料
で
す
。
特
別
な

事
情
が
な
い
の
に
も
か
か
わ
ら
ず
保
険
料

の
滞
納
を
続
け
る
と
、
介
護
に
か
か
る
費

用
を
い
っ
た
ん
全
額
支
払
わ
な
け
れ
ば
な

ら
な
か
っ
た
り
、
自
己
負
担
が
３
割
に
な

る
な
ど
の
措
置
が
と
ら
れ
た
り
し
ま
す
。

介
護
保
険
料
は
忘
れ
ず
に
納
期
内
に
納
め

て
く
だ
さ
い
。

◉
問
い
合
わ
せ
…
高
齢
福
祉
課（
☎
39
・

１
２
４
２
）

介護保険料の収入状況
年
度 区分 納めるべき保険料 収入済額 収納率 不納欠損額 収入未済額

27
年
度

現年度分 ２２億２，０４３万円２１億９，１６０万円 ９８．７％ ０円 ３，２２８万円

滞納繰越分 ５，０６２万円 ６２３万円 １２．３％ ２，０２４万円 ２，４１５万円

合計 ２２億７，１０５万円２１億９，７８３万円 ９６．７％ ２，０２４万円 ５，６４３万円

26
年
度

現年度分 １８億２，７３１万円１８億 ２４１万円 ９８．６％ ０円 ２，７５３万円

滞納繰越分 ４，７３８万円 ５５４万円 １１．７％ １，８６５万円 ２，３１９万円

合計 １８億７，４６９万円１８億 ７９５万円 ９６．４％ １，８６５万円 ５，０７２万円
比
較
増
減

現年度分 ３億９，３１２万円 ３億８，９１９万円 ０．１％ ０円 ４７５万円

滞納繰越分 ３２４万円 ６９万円 ０．６％ １５９万円 ９６万円

合計 ３億９，６３６万円 ３億８，９８８万円 ０．３％ １５９万円 ５７１万円

１，４３１人

１，４３１人

９８０人

１，００９人

１，３２１人

１，４５４人

９８０人

９７１人

７５６人

７６２人

９１８人

９２６人

６４９人

６３３人

国保税
３２億

９，６１７万円

受診者

医療費など
１０９億

３，０９６万円

未受診者

保険給付費
８５億２７３万円

１３万３，６５６円

 介護納付金
７億３，７９４万円

 ３万８，７４６円 

後期高齢者支援金等
１６億９，０２９万円

４，５０１人 １，１９４人

１，０５９人

そのほかの歳入
２億３，２３８万円（２．１％）

国庫支出金
２５億５，９３０万円

（２３．５％）

県支出金
１５億１，４３６万円

（１３．９％）

繰入金
１６億７，１００万円（１５．４％）

保険料
２１億９，７８３万円（２０．２％）

支払基金交付金
２７億１，５０９万円

（２４．９％）

基金積立金　
３億２，０９８万円（３．０％）

地域支援事業費
２億５９３万円（１．９％）

国庫支出金
３３億９，９６４万円

（２２．７％）
県支出金

７億９，２４９万円
（５．３％）

ほかの保険
からの交付金

３５億５，８９９万円
（２３．７％）

繰入金
１４億１，４０１万円（９．４％）

そのほかの歳入
３３億８，９７２万円（２２．６％）

国民健康保険税
２４億４，３３１万円（１６．３％）

保険給付費
８５億２７３万円
（５７．２％）

後期高齢者支援金等
１６億９，０２９万円（１１．４％）

介護納付金
７億３，７９４万円（５．０％）

そのほかの歳出
３９億２，８０９万円（２６．４％）

保険給付費
９７億５，４０８万円

（９１．０％）

そのほかの歳出
４億４，７７９万円（４．１％）

居宅介護サービス
4，３６２人

３９４人

３４４人

国民健康保険特別会計の
　　　　　平成２７年度決算の概要

介護保険特別会計の
　　　　　平成２７年度決算の概要被保険者数

区　分 ２６年度 ２７年度
７５歳以上 １７，８１０人１８，０７３人
６５歳以上７５歳未満 １５，９７５人１６，３５３人
４０歳以上６５歳未満 ４１，５４２人４０，９２８人

歳
入

歳
出

歳
出

歳
入



※赤字額がないものは － と表記 ５００

〈億円〉

１，０００     

０
Ｈ２７Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２6

一般会計特別会計水道事業

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５
０

〈億円〉

３０

２０

Ｈ２６ Ｈ２７　

２７億
７，９１１万円
（９．５％）

３１億
２，９９５万円
（１０．８％）

２４億
２，４６９万円
（８．４％）

２４億
３９６万円
（８．３％）

４０
３３億
８，４３５万円
（１１．６％）

１０

67

健
全
化
法
に
基
づ
く
市
の
指
標
は
お

お
む
ね
健
全
で
す
。

　

今
後
も
人
口
の
減
少
や
少
子
高
齢

化
の
進
行
な
ど
に
よ
り
、
市
の
収
入

の
減
少
が
予
想
さ
れ
ま
す
。
そ
う
し

た
状
況
下
で
も
、
市
民
の
皆
さ
ん
に

安
定
し
た
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
で

き
る
よ
う
、
市
で
は
引
き
続
き
事
務

や
事
業
な
ど
の
見
直
し
に
よ
る
歳
出

の
削
減
や
、
決
算
の
剰
余
金
の
積
み

立
て
に
努
め
て
い
き
ま
す
。

　

な
お
、
詳
し
い
財
政
状
況
は
市
の

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
見
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。

　

…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…

◉
問
い
合
わ
せ
…
財
政
課（
☎
39
・

１
２
０
３
）

※標準財政規模…合理的・妥当な水準で行政を行うための標準的な財政の規模

1 市の財政を健全化判断比率から見る
　健全化判断比率とは、実質的な赤字や資金不足額、公債費

などを標準財政規模の額で割ったものです。財政健全化法で

は、これらの比率ごとに「早期健全化基準」・「財政再生基準」

を定め、この基準を超える自治体に対しては、財政の早期健

全化や財政の再生に取り組むように義務付けています。

　市の平成２７年度決算では赤字はなく、各比率も前年度決

算に比べて改善し、また、基準内に収まっています。

　しかし、市の実質公債費比率は県内１３市の平均の９．0％や

類似団体の平均の６．５％と比較すると高い水準にあるため、

今後も引き続き、より健全な財政運営のために公債費の低減

に努めていきます。

2 公営企業の経営を資金不足比率から見る
　資金不足比率とは、公営企業の事業規模に対する資金の不

足額の割合です。公営企業の資金不足比率が財政健全化法の

基準以上となる場合は、公営企業の経営の改善に取り組まな

ければなりません。本市には、資金不足を生じた公営企業が

ないため、おおむね健全な経営が行われているといえます。

▼実質赤字比率…一般会計などの実質的な赤字額の標準財政

規模に対する比率 ▼連結実質赤字比率…自治体の全ての会計

の実質赤字額の標準財政規模に対する比率 ▼実質公債費比率
…自治体が負担する公債費の標準財政規模に対する比率 ▼将
来負担比率…自治体が将来にわたり負担する債務の標準財政

規模に対する比率 ▼類似団体…総務省が全国の市町村を人口

規模や産業構造などでグループに分類。本市が属するグルー

プは本市を含めて８８市で構成

※

〔表中の語句説明〕

財
政
が
悪
化
す
る
こ
と
を

未
然
に
防
ぐ
た
め
に

　

地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化

に
関
す
る
法
律（
以
下
、「
財
政
健
全

化
法
」）で
は
、自
治
体
は
自
ら
の
財

政
状
況
が
ど
の
程
度
健
全
で
あ
る
か

を
公
表
し
、
市
民
の
皆
さ
ん
か
ら

チ
ェ
ッ
ク
を
受
け
、
財
政
破
綻
を
未

然
に
防
ぐ
た
め
に
積
極
的
に
財
政
状

況
の
改
善
に
努
め
る
こ
と
が
義
務
付

け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
こ
で
は
財
政
健
全
化
法
に
基
づ

い
て
、
市
の
平
成
27
年
度
決
算
に
基

づ
く
財
政
状
況
、
特
に
赤
字
や
資
金

不
足
、
公
債
費
な
ど
の
状
況
に
つ
い

て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

会
津
若
松
市
の
財
政
指
標
は

お
お
む
ね
健
全
で
す

　

財
政
健
全
化
法
で
規
定
さ
れ
て
い

る
市
の
財
政
状
況
を
示
す
指
標
は
、

健
全
化
判
断
比
率
と
資
金
不
足
比
率

で
す
。

　

市
の
平
成
27
年
度
決
算
で
は
、
赤

字
や
資
金
不
足
は
な
く
、
公
債
費
な

ど
の
比
率
も
前
年
度
決
算
よ
り
改
善

し
、
ま
た
、
法
律
で
定
め
る
基
準
内

に
収
ま
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
財
政

経常収支比率の推移から見る

　「経常収支比率」とは、人件費や公債費などの毎

年決まって支出する経費を、市税や普通交付税な

どの毎年決まって入ってくる収入額で割ったもの

です。この比率は自治体の財政の弾力性を示し、

数値が低いほど、新たな行政需要に対して自治体

が柔軟に対応できることを表します。一般に７０～

８０％が適正とされています。平成２７年度の本市

の比率は、歳入の地方消費税交付金の増加や、歳

出の公債費などが減少したことで改善しています。

財政調整基金残高の推移から見る

　財政調整基金は、財源が不足する事態や災害な

どに対応するため、自治体が積み立てる「貯金」の

ようなものです。その額は、標準財政規模の１０％

程度が適正といわれています。市では毎年、決算

による剰余金の積み立てに努めています。

本市の財政状況を示すそのほかの指標

市債残高の推移から見る

　市債は、公共施設や道路などの整備に充てるた

めの市の借入金です。借り入れ後、５年から３０

年かけて返済をしていきます。この毎年の返済額

が公債費です。

　市では、公債費を抑制するため、新たな市債の

発行額を元金返済額以下にするようにして、市債

残高の低減に努めています。

年　度 比　率
平成２３年度 ８９．２％

平成２４年度 ８８．３％

平成２５年度 ９０．６％

平成２６年度 ８９．８％

平成２７年度 ８７．４％

類似団体の平均（参考） ９０．０％

参
考

※（　）内は標準財政規模に対する基金残高の比率

あいづわかまつ市政だより　２８.１１.１

長が答えます

あなたの　　　　に声

市

◉市長への手紙の送付先・問い合わせ…秘書広聴
課（☎３９ｰ１２０６　〒９６５ｰ８６０１※住所不要　
FAX３９ｰ１４０２）

１００年以上も守り続けられるりんご「緋の衣」。余市町の
吉田農園にある原木には、今年も多くの実がつきました

　市長は１０月に北海道を訪問したそうですが、
訪問先と会津若松市にはどんなゆかりがある
のでしょうか。

Q
　１０月１日から５日にかけて、昨年「親善

交流都市」となった余市町などを訪問して

きました。余市町は、明治元年に会津藩士とその

家族が開拓のために入植した土地です。今回、約

９０人の市民の皆さんとともに「市民親善交流推

進事業」として訪問し、会津藩士が栽培に成功し

たりんご「緋
ひ

の衣
ころも

」の原木を見たり、会津藩士の墓

をお参りしたりすることができました。また、余

市町の皆さんとの交流会では１４０人を超える参加

者全員で会津磐梯山を踊るなど、素晴らしい交流

ができました。さらに函館市では、旧幕府軍の戦

没者を慰霊する「碧
へき

血
けつ

碑
ひ

」や、箱館戦争で戦った会

津藩士らを供養する「傷
しょうしん

心惨
ざんもく

目の碑」などへ祈りを

捧げてまいりました。

　親善交流事業のほかに、平成２０年に「会津藩北

方警備ゆかりの地交流都市共同宣言」を行った稚

内市へも行ってきました。文化５年（１８０８年）に

開国を迫るロシアからの脅威に備え、１，６００人以

上の会津藩士が警備に赴いたのが今の稚内市や利

尻富士町、利尻町です。今回２町には荒天のため

訪問できませんでしたが、３市町では遠い異郷で

亡くなった５０人余りの藩士の墓が、２００年を経

た今も大切に守られています。また、今も会津藩

士の子孫が暮らす札幌市の琴似地区では、往時の

雰囲気を残す街並みを案内していただきました。

　北海道には、ほかにも会津藩とのゆかりの深い

地が数多くあり、長い間歴史を継承し、会津藩士

を顕彰していただいています。今後も、歴史でつ

ながる絆を大切にしていきたいと思います。

◉詳しくは…総務課（☎３９ｰ１２１１）へ

A

項　目 ２７年度
決算

２６年度
決算

早期健全化
基準

財政再生
基準

類似団体
平均

実質赤字比率 － － １１．８４％ ２０．００％
連結実質赤字比率 － － １６．８４％ ３０．００％
実質公債費比率 １０．８％１２．６％ ２５．００％ ３５．００％ ６．５％
将来負担比率 ３６．３％３９．３％ ３５０．０％ ３９．１％

健全化判断比率
市債残高の推移

財政調整基金残高の推移

１１３ １１０ １０6 １０３ １０６

４４６

３０７

４３２

２９５

４２１

２８４

４１６ ４１２

２７６ ２６３

経常収支比率の推移

計８６６ 計８３７ 計８１１ 計795 計７８１

市
の
財
政
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

本市の財政状況 〔平成２７年度の決算時点〕


